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Ⅰ．はじめに 

令和元年（2019）年度 事業実施報告にあたって 

令和元年度の日本の高等教育の展開を俯瞰しますと、日本社会は、1.少子高齢化と労働

生産人口の減少、2.グローバル化と情報化の進展に伴う国際競争力の衰退、3.Society5.0

（超スマート社会）を支える人材の多様性の確保、4.格差の拡大という諸課題に直面し

ていると言われ、そしてこれらの課題の取り組みにあたって、できるだけ多くの若者が

高等教育を通じてその能力を大きく伸ばし、とりわけ私立大学の多様な教育研究によっ

て、国民の知的水準を底上げすることが必要であるとの考えのもとに、平成 30（2018）

年 11 月に中央教育審議会で「2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン」が答申と

して取りまとめられました。そこでは、Ⅰ.2040 年の展望と高等教育が目指すべき姿―

学修者本位の教育への転換－、Ⅱ.教育研究体制―多様性と柔軟性の確保－、Ⅲ.教育の質

の保証と情報公開―「学び」の質保証の再構築－、Ⅳ.18 歳人口の減少を踏まえた高等教

育機関の規模や地域配置―あらゆる世代が学ぶ「知識基盤」－、Ⅴ.各高等教育機関の役

割等―多様な機関による多様な教育の提供―、Ⅵ.高等教育を支える投資―コストの可視

化とあらゆるセクターからの支援の拡充―と、高等教育が目指すべき 6 つの大きな方針

が示されました。この方針は、平成 29（2017）年度の「第三期教育振興基本計画」につ

いての答申である(1)夢と希望を持ち、可能性に挑戦するために必要となる力を育成する、

(2)社会の持続的な発展を索引するための多様な力を育成する、(3)生涯学び、飛躍できる

環境を整える、(4)誰もが社会の担い手となるための学びのセーフティネットを構築する、

(5)教育政策推進のための基盤を整備する、の五つの基本方針を継承するものでもありま

した。平成 29（2017）年の中央教育審議会大学分科会将来構想部会では、この基本計画

を受け、大学間連携や地域連携における高等教育機関の在り方が議論や意見交換が行わ

れ、それを踏まえた今後の大学の機能別分化の枠組みのイメージが提示されましたが、

機能別分化について各大学は将来を見据え、自らの強みや独自性を意識して今後の発展

を図っていくべきとし、①世界的研究・教育拠点、②高度な教養と専門性を備えた先導

的な人材を養成する大学、③職業やスキルを意識した教育を行い、高い実践能力を備え

た人材を育成する大学、といった枠組みが示されたのでした。 

東海学院大学及び東海学院大学短期大学部は、平成 23（2011）年度６月の文部科学省

より示された「大学改革実行プラン」と、中央教育審議会により同年８月にまとめられ

た、「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて~生涯学び続け、主体的に考

える力を育成する大学へ～（答申）」での「学士課程教育の質的転換に向けて」として１．

質的転換の好循環を作り出す始点としての学修時間の増加・確保、２．教員中心の授業

科目の編成から学位プログラムとして、組織的・体系的な教育課程への転換、という使

命を果たすため、学士課程教育の在り方を厳密に再点検し「専門知識として持つだけで

はなく、それが実際に社会で役立つための教育」、また、「社会への適応力や実践力が身

につく教養教育」の徹底という目標に向けて、平成 24（2012）年度より全学を挙げて改
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革と実践に努めてきています。 

さらに、平成 26（2014）年に、教育再生実行会議の第五次提言である「実践的な職業

教育を行う新たな高等教育機関の在り方」や、続く平成 27（2015）年の第六次提言の

「「学び続ける」社会、全員参加型社会、地方創生を実現する教育の在り方について」で

「地方創生のためには、地域と協働した新しい人材育成が求められている。このため、

大学等は、地域の求める人材ニーズの多様化に対応し、地方公共団体や企業等と連携し

て、実践的プログラムの開発や教育体制の確立など、「実学」を一層重視した、地域産業

を担う高度な人材の育成を推進する。」と、大学教育の在り方が示されたことに特に着目

し、創立以来、地域に貢献する「ひとづくり」を建学の精神として高等教育等を展開し

てきた大学として、あらためて「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて

~生涯学び続け、主体的に考える力を育成する大学」づくりに真摯に取り組んできました。 

平成 29（2017）年以降 5 年間の教育政策の目標と施策を示す「第三期教育振興基本計

画」に基づく今後の大学の機能別分化の枠組みのイメージの提示、そして、平成 30（2018）

年秋の中央教育審議会答申の「2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン」におきま

しても、明確な職業観と目的意識を持つ学生や学び直しの強い意志を持つ社会人などが、

教養性や社会性の涵養を基礎として専門性の高い職業人となることを目指し、実践的な

知識や技術を学び、資格を取得するために普遍的な学びの場の提供を実践してきた本学

にとりましても、さらなる重要な方針となるものと捉えてきています。 

本学園の短期大学部は創立 56 年目、4 年制大学は 38 年目を迎えました。建学の精神

であります「国際的視野を備えた創造性と行動力豊かな教養人の育成」のもと、優れた

人間性のための大きな基礎となる教養教育や社会人教育はもとより、各専門科目の教育

のため、大学と短大部の教育理念や学部学科の教育目標の内容の精査と充実化を一層推

進し、教育研究組織の適正な編成に努め、また管理運営組織の効果的活動を促進し、日

本の社会に優れた人材を送り出すことのできる、地域における高等教育機関として、令

和元年度も、熱心に教育の質の向上に取り組みました。以下に、継続事業も含め、令和

元（2020）年度の事業計画において実施した事業について、学校別にご報告いたします。 

 

Ⅱ．法人の概要 

１．建学の精神 

  「国際的視野を備えた創造性と行動力豊かな教養人の育成」 

 

２．法人の沿革 

本法人及び本学の歴史は、昭和 20（1945）年 9 月に故神谷一三初代理事長と故神谷み

ゑ子初代学長の両名によって設立された岐阜高等服飾女学校に由来します。昭和36（1961）

年に学校法人神谷学園の設立が正式に認可され、昭和 38（1963)年には専門学校の他に

家政科で構成される東海女子短期大学を開学し、昭和 56（1981）年に、短期大学で培わ
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れてきた国際文化的感覚の養成を教育方針とする基盤と関連を持ちながら、創設以来の

目的である女子高等教育をさらに推進させるため、さらに高度な専門性と充実した教養

教育のための教育・研究機関である 4 年制大学が開学しました。 

専門学校の時代から短期大学の興隆期、そして 4 年制大学へと脈々と受け継がれてき

た建学の精神に基づく基本理念は、「女性の自立」と「国際感覚の養成」でありました。

岐阜高等服飾女学校の設立時は戦後まもない混乱期であり、女性が「自立」という状態か

らはほど遠い存在であるのが現実でした。このような時代に両創立者は、「女性であって

も専門・技術を持つことで男性と同じように経済力を持つための教育」を第一の理念とし

ました。故神谷初代学長が、昭和 34（1959）年に大蔵大臣の認可を得て服飾研究のため

に欧州 8 ヶ国を訪問した時には、社会の中で自立し、いきいきと活躍している現地の女

性の姿を目の当たりにし、日本人女性との国際感覚の大きな差に驚愕したことから、「国

際感覚を備えた女性の教育」を第二の理念としたのであります。以来、約半世紀の間この

理念は学園において確実に受け継がれ、男女共学大学となった今日においても、「創造性

と行動力豊かな自立した人間」と「国際感覚を備えた教養人」という基本理念としてしっ

かりと生き続けています。「女性はいざという時に役立てる何か専門・技術を持ち、男性

と同じように経済力を持つことが必要。」これが終生変わらぬ創立者の信念でありました。 

その後、短期大学には初等教育科と英文科が設置され、この附属研究機関として昭和 47

（1972）年に東海第一幼稚園、昭和 53（1978）年には東海第二幼稚園が開設されました。

昭和 50（1975）年には語学研修のための語学学校を英国のケンブリッジに開校し、昭和

56（1981）年には、4 年制大学の東海女子大学の設立を果たしましたが、東海学院大学

は、この東海女子大学を平成 19（2007）年に男女共学化とすることにより誕生しま

した。 

東海学院大学の前身である東海女子大学は、当初は文学部に英米文化学科と人間関係

学科の 2 学科を置く構成でスタートしました。英米文化学科の設置は、高度経済成長期

以前から国際化教育を標榜し、英国に語学学校を擁し、幅広い視野でグローバルに行動す

る若人の育成を目的とした本学園の精神を具現したものです。人間関係学科は、教育学、

心理学、社会学という従来の区分では複雑化する社会に生きる人間像を理解・分析するこ

とが難しくなってきたため、新たに複数の視点を設定して「人間総体の理解に努める」こ

とを教育目的とした学科でした。また平成 4（1992）年には、「美学、美術学、美術史、

諸芸術、情報の科学的観点から美の本質や芸術の原理を教育研究する」、美学美術史学科

が設置されました。平成 6（1994）年には、短期大学（当時）と共用の附属図書館が開館

され、また、高齢化社会の到来という社会のニーズを捉えて、平成 12（2000）年には総

合福祉学科が設置されました。平成 14（2002）年には、関連する研究教育を整理統合し

て、英米文化学科と美学美術史学科を基礎とする総合文化学科が設置されました。文学部

人間関係学科は、建学の精神に則り、「人間に関わる諸科学の領域から諸問題を総合的、

科学的に把握し、心理学、社会学、教育学の 3 分野に専攻をおいて、それぞれの専門領域
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から人間の個人的及び社会的行動の発達と陶冶について研究教育していく」ことが目的

でありましたが、人間関係学科を学部とし専攻分野を設けることが必要となったため、平

成 14（2002）年に人間関係学部を設置し、学部の中に人間関係学科と新しく心理学科を

開科しました。 

平成 17（2005）年には社会的ニーズの変化に対応すべく、文学部を総合福祉学部に名

称変更するとともに、総合文化学科の募集が停止されました。平成 18（2006）年には人

間関係学部人間関係学科の募集を停止し、子ども学科を開設しました。平成 19（2007）

年には、男女共同参画社会の浸透に伴う社会情勢の変化を受けて男女共学化を実施し、短

期大学部を含む全学的な改組転換により、平成 20（2008）年には、総合福祉学部を健康

福祉学部と名称変更し、新たに食健康学科が開かれました。平成 21（2009）年には、人

間関係学部子ども学科を子ども発達学科と名称変更しました。また、短期大学部は、同年

に男女共学化とし、長年地域に慣れ親しまれた校名の東海女子短期大学から東海学院大

学短期大学部と名称変更を行いました。後に食健康学科は、平成 24（2012）年には食健

康栄養学科へと名称変更し、現在の管理栄養学科へと繋がっていきます。 

大学では、研究機関としての機能を明確にしつつ次代の研究者や専門的職業人を養成

するために、平成 10（1998）年に英米文化専攻と人間文化専攻から成る大学院文学研究

科修士課程を開設しました。現在の大学院は、地域の社会的ニーズを反映して平成 19

（2007）年に名称変更して人間関係学研究科修士課程臨床心理学専攻となり、臨床心理

士資格認定協会第一種指定校の認定を受けています。また、学校法人としての半世紀の歴

史をふまえ、平成 26（2014）年度からは、「医療人育成の拠点」として地域医療へ貢献す

る様々の専門職能人を育成することを社会的使命とする大学としての進展を目指すメデ

ィカル･プランを策定、実施し、2 学部 4 学科の教育課程に管理栄養士、臨床検査技師、

臨床工学技士、救急救命士、言語聴覚士、公認心理師（平成 30（2018）年度認可）の養

成課程を置くことが、厚生労働省、文部科学省の両省により認可されました。 

地域貢献、社会貢献の面では、大学のテニスコート、フットサルコート、体育館やジム

などの体育施設の常時、近隣の中学校、高等学校のクラブ活動への開放、図書館施設の一

般への開放、公開講座実施などはいうまでもなく、大学の管理栄養学科が中心となり行政

や地元商工会議所、企業との産官学連携協定を結んで地元産品の共同研究開発を進める

など積極的に活動し、学生の活きた学修に繋げています。また、平成 28（2016）年度か

らは、大学の理系分野における積極的な高等教育活動を高校生や高等学校関係者に広く

認識してもらうとともに、高大接続、高大連携の一環として高等学校の理科教育の一層の

充実化やアクティブラーニングの進展などに寄与することを目的として、東海地区の高

等学校の理科研究クラブを対象に東海地区理科研究発表会を開催しており、高校生の参

加者も年々増えて活況を呈しています。 

現在、本学園は、東海学院大学の人間関係学部心理学科、子ども発達学科および健康福

祉学部管理栄養学科、総合福祉学科、の 2 学部 4 学科、大学院研究科、そして幼児教育学
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科を置く短期大学部のほか、両大学の附属である東海第一及び東海第二幼稚園、英国語学

学校の 6 つの機関から成る教育研究機関となっています。短期大学部および東海学院大

学は、半世紀に渡って学園創立者の建学の精神に則り、保育士、教諭、管理栄養士、臨床

検査技師、社会福祉士、臨床工学技士、救急救命士などの専門職能人をはじめ、多くの優

れた人材を社会に送り出しています。卒業生は、明るく礼儀正しい社会人として地域に貢

献し、あるいは確かな知識と幅広い教養を身につけた人間性豊かな人材として各方面で

活躍し、高く評価されています。学園は、大学の使命を強い意志を持って受け継ぎ、進化

させてきています。  

以下には学園の沿革を表示します。 

学園の沿革 

昭和 36(1961)年 11 月 学校法人神谷学園設立認可 初代理事長神谷一三 

昭和 38(1963)年 1 月 東海女子短期大学設置認可 初代学長神谷みゑ子 

同年    4 月 東海女子短期大学校舎落成式、開学式挙行 

昭和 41(1966)年 1 月 初等教育科設置認可 

昭和 47(1972)年 3 月 東海女子短期大学附属東海第一幼稚園設立認可 

昭和 48(1973)年 1 月 初等教育科を児童教育学科とし、初等教育専攻入学定員 100 人、幼児

教育専攻 50 人と学科、専攻、入学定員の変更許可 

昭和 50(1975)年 4 月 東海女子短期大学の海外語学研修校として英国ケンブリッジ校開設 

昭和 53(1978)年 2 月 東海女子短期大学附属東海第二幼稚園設置認可 

昭和 56(1981)年 1 月 東海女子大学設置認可 初代学長高橋悌蔵就任 

昭和 59(1984)年 7 月 軽井沢研修会館竣工 

同年    8 月 米国ハワイ州立大学と姉妹大学の盟約を締結 

同年    11 月 米国ホバート・アンド・ウィリアム・スミス大学と姉妹大学の盟約を

締結 

昭和 60(1985)年 3 月 講堂兼体育館竣工 

同年    4 月 東海女子大学二代学長 高橋百之就任 

同年    7 月 東海女子大学三代学長 織田正就任 

昭和 62(1987)年 4 月 東海女子大学四代学長 神谷みゑ子就任 

昭和 63(1988)年 4 月 新館（学生食堂を含む）竣工 

平成元(1989)年 4 月 東海女子大学五代学長 曽根暁彦就任 

平成 3(1991)年 3 月 新テニスコート竣工 

同年    4 月 大学と短大を結ぶブリッジ竣工 

 東海女子大学六代学長 市島憲郎就任 

同年    12 月 美学美術史学科の増設認可 

平成 4(1992)年 4 月 美学美術史学科開設 

 岐阜市芥見にホッケー場竣工 
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平成 6(1994)年 4 月 東海女子大学七代学長 永田幸雄就任 

同年    5 月 東海女子大学・東海女子短期大学附属図書館竣工 

平成 7(1995)年 4 月 第二代理事長 神谷哲郎就任 

同年    9 月 ゴルフ練習場竣工 

同年    10 月 初代神谷学園長 神谷みゑ子就任 

 東海女子短期大学二代学長 上野良光就任 

平成 9(1997)年 4 月 東海女子大学八代学長 三平和雄就任 

同年    12 月 大学院文学研究科修士課程設置認可（文学研究科／英米文化専攻・人

間文化専攻） 

平成 10(1998)年 2 月 大学院棟竣工 

同年    4 月 大学院開設 

同年    10 月 東海女子短期大学三代学長 高野卓哉就任 

平成 11(1999)年 7 月 文学部総合福祉学科の増設認可 

平成 12(2000)年 4 月 東海女子大学九代学長 原田勇彦就任 

 文学部総合福祉学科開設 

平成 13(2001)年 4 月 東海女子短期大学四代学長 大森正英就任 

同年    5 月 文学部総合文化学科の設置認可 

同年    12 月 人間関係学部心理学科、人間関係学部人間関係学科の設置認可 

平成 14(2002)年 4 月 人間関係学部(心理学科、人間関係学科)と文学部総合文化学科が開設 

これまでの文学部総合福祉学科と併せて新しく 2 学部 4 学科となる 

平成 15(2003)年 3 月 大学院文学研究科英米文化専攻の廃止 

平成 16(2004)年 4 月 東海女子大学十代学長 大森正英就任 

同年    7 月 5 号館 1 階学生食堂がカフェテリア TOKAI としてリニューアル 

同年    11 月 7 号館 5 階保育実習室「あそびの森」竣工 

平成 17(2005)年 3 月 校舎のバリアフリー工事完了 

同年    4 月 文学部総合文化学科の募集停止、文学部を総合福祉学部に名称変更 

 学内全面禁煙とする 

平成 18(2006)年 4 月 人間関係学部子ども学科開設 

 東海女子短期大学五代学長 杉山道雄就任 

 軽井沢研修会館閉鎖 

平成 19(2007)年 4 月 東海学院大学十一代学長 杉山道雄就任 

 東海女子短期大学六代学長 神谷眞弓子就任 

 東海学院大学に名称変更（男女共学化） 

同年    9 月 多目的グランド（テニス、フットサル、ストリートバスケットコート）

竣工 

同年    12 月 健康福祉学部食健康学科設置認可 
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平成 20(2008)年 2 月 韓国春川市 国立春川教育大学と学術交流に関する協定を締結 

同年    4 月 東海女子短期大学から東海学院大学短期大学部に名称変更（男女共学

化） 

 東海学院大学短期大学部食物栄養学科、コミュニケーション学科、介

護福祉学科募集停止 

 健康福祉学部食健康学科開設 

同年    12 月 郡上高等学校と高大連携協定を締結 

平成 21(2009)年 1 月 新 3 号館 5 階が地域食育サポートセンター「さらまんじぇ・とーか

い」リニューアル 

同年    3 月 関高等学校と高大連携協定を締結 

 加茂農林高等学校と高大連携協定を締結 

同年     4 月 子ども学科から子ども発達学科に名称変更 

同年    5 月 富田高等学校と高大連携協定を締結 

同年     6 月 岐阜農林高等学校と高大連携協定を締結 

 岐阜市立女子短期大学と学術交流協定を締結 

平成 22(2010)年 3 月 財団法人日本高等教育評価機構から東海学院大学は大学評価基準を

満たしていることが認定された 

同年     6 月 岐阜県揖斐郡大野町との包括的な連携・協力に関する協定を締結 

平成 23(2011)年 2 月 トレーニングルームを 7 号館 6 階に移設 

同年     4 月 東海学院大学十二代学長 松田之利就任 

 児童教育学科初等教育専攻を募集停止し、ジュニアスポーツ教育専攻

を設置 

同年    10 月 附属図書館に「東海えほんの森」が竣工 

同年    11 月 第三代理事長 神谷眞弓子就任 

 岐阜各務野高等学校と高大連携を締結 

平成 24(2012)年 4 月 健康福祉学部食健康学科から食健康栄養学科に名称変更 

同年    12 月 東海学院大学十三代学長 岩田弘敏就任 

平成 25(2013)年 5 月 東海学院大学十四代学長 神谷眞弓子就任 

平成 26(2014)年 2 月 東海学院大学短期大学部開学 50 周年記念式典を挙行 

同年     4 月 健康福祉学部食健康学科を募集停止し、健康福祉学部管理栄養学科を

設置 

 厚生労働省より健康福祉学部管理栄養学科に臨床検査技師国家試験

受験資格を付与される 

 厚生労働省より健康福祉学部総合福祉学科に臨床工学技士国家試験

受験資格を付与される 

 人間関係学部心理学科に救急救命士及び言語聴覚士国家試験受験資
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格を付与される 

 短期大学部幼児教育学科開科認可とともに、保育士養成施設における

定員増（100 人→150 人）が認可される 

平成 27(2015)年 4 月 岐阜新聞社と包括的な連携・協力に関する協定を締結 

平成 28(2016)年 3 月 東海学院大学が公益財団法人日本高等教育評価機構において、大学機

関別認証評価の結果、大学評価基準に「適合」していることが認定さ

れる 

 東海学院大学短期大学部が公益財団法人日本高等教育評価機構にお

いて、短期大学機関別認証評価の結果、短期大学評価基準に「適合」

していることが認定される 

同年    4 月 東海学院大学短期大学部七代学長 神谷和孝就任 

同年    11 月 東海学院大学主催の第 1 回東海地区理科研究発表会開催 

平成 29(2017)年 4 月 各務原市、JA ぎふ、各務原市商工会議所と産学官連携協定を締結 

同年    11 月 東海学院大学主催の第 2 回東海地区理科研究発表会開催 

平成 30(2018)年 3 月 東海学院大学人間関係学部心理学科および大学院人間関係学研究科

に公認心理師養成課程が設置される 

同年    6 月 東海学院大学硬式野球部が発足する 

同年    7 月 東海学院大学人間関係学部子ども発達学科の収容定員を 320 名から

200 名（入学定員 80 名→50 名）に変更する届出をした 

 東海学院大学短期大学部幼児教育学科の収容定員を 300 名から 200

名（入学定員 150 名→100 名）に変更する届出をした 

同年    12 月 東海学院大学主催の第 3 回東海地区理科研究発表会開催 

 7 号館 1 階に新学生食堂「La Sant’e Tokai」完成 

令和元(2019)年 3 月 大塚製薬と包括的連携協定を締結 

 TGU スタジアム（硬式野球部専用球場）竣工 

令和 2(2020)年 3 月 7 号館 5 階「TG danse studio goût」竣工 

 7 号館 5 階に模擬保育室を移設 
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３．設置する学校・学部・学科等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．学部・学科等の学生数の状況 

東海学院大学                     令和元（2019）年 5 月 1 日現在 

専攻名 入学定員 入学者数 収容定員※ 現員数 

大学院  

人間関係学研究科 臨床心理学専攻 
７名 ６名 １４名 １４名 

    
学 部 学科・課程 入学定員 入学者数 収容定員※ 現員数 

健康福祉学部 

総合福祉学科 ８０名 ３６名 ３２０名 １２０名 

管理栄養学科 ８０名 ６１名 ３２０名 ２３０名 

計 １６０名 ９７名 ６４０名 ３５０名 

人間関係学部 

心理学科 １１０名 １４４名 
４８０名 ３７７名 

（３年次編入学） ２０名 ０名 

子ども発達学科 ５０名 １９名 ２００名 ９７名 

計 １７０名 １６３名 ６８０名 ４７４名 

東海学院大学短期大学部 

学 科 入学定員 入学者数 収容定員※ 現員数 

幼児教育学科 １００名 ４５名 ２００名 １０２名 

※収容定員は、学則の定めによる。 

東海学院大学・東海学院大学短期大学部附属 

 収容定員 現員数 

東海第一幼稚園 ３４０名 １２３名 

東海第二幼稚園 １６０名 １３２名 

健康福祉学部 総合福祉学科

管理栄養学科

東海学院大学短期大学部 学　科 幼児教育学科

人間関係学研究科 臨床心理学専攻

人間関係学部 心理学科

子ども発達学科

東海第一幼稚園

東海第二幼稚園

学　部

学

校

法

人

神

谷

学

園

東海学院大学／大学院 大学院

（大学・短大共用）附属図書館

令和元（2019）年 5 月 1 日現在 
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 令和元（2019）年度組織体制 

  

 

５．役員・評議員数 

令和元（2019）年 5 月 1 日現在 

役 員 現 員  役 員 現員 

理 事 ７名 評議員 ２１名 

監 事 ２名 監 事 ２名 
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６．教職員数（専任教職員数） 

   令和元（2019）年 5 月 1 日現在 

 教 員 職 員 合 計 

法人本部 ―   ６名      ６名 

東海学院大学 ７７名 ２２名 ９９名 

東海学院大学短期大学部 １３名    ６名 １９名 

東海第一幼稚園    ８名    １名     ９名 

東海第二幼稚園    １０名    ３名 １３名 

計 １０８名 ３８名 １４６名 

 

Ⅲ．基本方針 

令和元（2019）年度は前年からの事業計画に引き続き、前年度の提言、答申等に掲げら

れた趣旨に沿いながら全学的に教育・研究活動を推進し、教学及び管理運営状況のチェ

ックに努め、課題等については、その改善を画策し実行しました。また特に 4 年制大学

と短期大学部におきましては、自己点検評価委員会、FD 委員会等主要機関の活動を中心

に、その改善や発展に努めました。 

 

Ⅳ．主要事業報告 

１．教育 

令和元（2019）年度の事業計画に基づき、教育を取り巻く現況を十分に踏まえ、PDCA

に努めながら、本学園が掲げた目標を達成するため、各学校において実施した教育・研

究活動について、以下のようにご報告いたします。なお、東海学院大学及び東海学院大

学短期大学部のより詳細な活動報告等につきましては、両大学の「令和元年度自己点検

評価報告書」をご参照ください。 

 

【東海学院大学及び東海学院大学短期大学部 学部学科における具体的実施報告】 

 ３つのポリシー(ディプロマポリシー・カリキュラムポリシー・アドミッションポリシー) 

https://www.tokaigakuin-u.ac.jp/wp-content/themes/daigaku/pdf/public_info/2019-policy.pdf 

（１）教育の質的保証のための取り組み 

全学的に「学士及び短期大学士課程における教育の質の向上」に向け、引き続き積極的

に改善を行いました。従来の授業科目の整理・統合を含む教育課程の体系化や組織的な教

育の実施を進める中で、授業計画の充実、教員中心の授業科目の編成から学生の主体的な

学びのための組織的・体系的な教育課程への転換、全学的な組織マネジメントの確立など

を目標とし、カリキュラムとシラバスの整理や質的改善と教務部門の職員の知識と業務

双方の向上に取り組みました。また教育の質保証のために、学修成果や教育効果のより有

https://www.tokaigakuin-u.ac.jp/wp-content/themes/daigaku/pdf/public_info/2019-policy.pdf
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効な測定のための教務指標を定め、履修、成績、単位修得状況、実習状況等について課題

分析や改善を引き続き行いました。 

初等・中等教育の学習指導要領・幼稚園教育要領の改訂にともない、大学における教員

養成段階の実践的指導力の育成、教職課程の質保証・向上、学校現場の要望に対応したカ

リキュラム等、改革の方針に基づいた教職課程の新たな基準に基づくカリキュラムの精

選・重点化を進め、再課程認定を受けましたが、この認定を受け教職課程の質的水準向上

に努めるため各科目に理論とともに実践的な内容を導入し、「主体的・対話的で深い学び」

が可能となる授業改善に努めました。また、特別支援教育や ICT 教育、道徳教育といっ

た新たな教育課題に対応するために、地方自治体関連部署や教育委員会との連携も一層

強めました。また、教職課程の統括組織の指導のもと自己点検・評価等を実施、教職科目

担当教員に対する FD など指導力を高めるための機会の充実により科目担当者の教員養

成に関わる科目であることの意識の向上、学生への教員としての資質・能力を付ける指

導・支援等ができる体制づくりを推進しました。 

また、平成 29（2017）年に告示された保育所保育指針の改定に伴い、乳児保育・幼児

教育の充実と幅広い専門性を備えた実践力ある保育士の育成を目指した保育士養成課程

の基準改定が行われたことを受けて、幼保連携も視野に入れた新カリキュラムを実施し

ました。 

臨床工学技士実習設備の内容をさらに充実させるとともに、複数教員の担当で、学

内実習授業に関する学生の満足度を高めることに努め、これらを通して岐阜県内で唯

一の臨床工学技士国家試験受験資格を取得できる教育機関として、卒業後に臨床工学

技士として即戦力ある人材の育成を進めました。 

（２）明確なアドミッションポリシーに基づく入学者選抜の推進 

本学では平成 29（2017）年度より毎年、入学試験委員会を中心に目的意識や学習意欲

の高い学生を受け入れる体制を整えてきていますが、平成 30（2018）年度以降、さらに

効果的な広報計画による入学者選抜と入学者の増加のための有効な活動を行いました。 

また、平成 29（2017）年度に確立された、ディプロマポリシー、カリキュラムポリシ

ーと連動したアドミッションポリシーを明確に示しながら、「学力の 3 要素」を多面的・

総合的に評価する入学者選抜の検討を行ってきました。大学入試センター試験の廃止や

高大接続促進を踏まえ、新しい入試制度の検討も引き続き行いました。 

本年度はまた、近年の急激な 18 歳人口の減少と県外への大量の人口流出に歯止めがか

からず、将来に渡り入学者の大幅な増加を期待できない社会状況を踏まえて、平成 30

（2018）年度に検討事項とされた適正な充足率維持のため、4 年制大学と短期大学部の教

職課程の専門課程を持つ 2 学科においては定員数の適正な規模への見直しを行いました。 
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（３）明確なディプロマポリシーとカリキュラムポリシーに基づく学びの推進と教育の成 

果の PDCA 

学生が高等学校教育等までに培った力を入学後にさらに発展・向上させるためのカリ

キュラム・マネジメントの確立に努め、また、主体性を持って多様な人々と協力して学ぶ

ことのできるアクティブラーニングへの質的転換に取り組みました。 

4 年制大学の 3 学科においては、平成 29（2017）年度に国家資格取得のための養成課

程が完成年度を迎え、心理学科の救急救命士や管理栄養学科の管理栄養士国家試験で

100%の合格率を達成するなど、めざましい成果を得ることができましたが、平成30（2018）

年度も成績評価の実態を把握し、成績評価の厳格化や公正化に役立てるなど教育の質の

保証に努め、シラバスの到達目標との整合性を検証し、検証結果を全学で共有し、教育内

容の充実化に努め、高い合格率を維持しました。令和元（2019）年度は心理学科(特に救

急救命士資格課程)の学生数の大幅な増加を受け、各分野の高度な専門知識や技能を身に

つけるための設備・機器の充実を行いました。 

国家試験対策室の再整備や教員の指導体制の強化により、全学部学科において、すでに

合格率 100％の実績の資格にも満足することなく、本学の学修によって取得可能な国家資

格すべての合格率の向上に努め、結果高い合格率を実現しました。また、岐阜県内唯一で

JATI トレーニング指導者資格の受験資格取得を可能とするための認可申請を行いました。

認可後は令和 3（2021）年度入学者より、スポーツ関連で取得できる資格の種類がさらに

増えます。既に総合福祉学科において、社会スポーツ分野希望で入学してきた学生の学生

生活の充実化を図り、JATI 関連科目の修了予定者には JATI 対策を行い JATI 合格率の向

上を目指すことで希望する就職先に就けるよう努めてきています。 

平成 25（2013）年度より、学士課程教育の質的向上のため、授業内容および方法の改

善に努めてきましたが、「教育研究開発センター」を令和元（2019）年度も引き続き、教

育・研究の充実化のための拠点として FD 委員会や自己点検評価委員会とともに活用し

ました。また、学内一般公開型相互授業参観の実現や、保護者との相談会、外部の FD 研

修会への積極的参加等を実施しました。なお、4 年制大学、短期大学部は、自己点検・評

価を実施し、令和元（2019）年度の教育・研究活動の実施状況を自己点検評価報告書に取

りまとめ、ホームページに掲載しました。 

 

２．研究 

大学院心理学研究科における研究の推進のため、実社会の人材養成目的を効果的に達

成できる大学院組織の在り方について検討を続けてきましたが、院生の語学力や国際的

研究能力を高める授業の推進を令和元（2019）年度も引き続き行いました。附属研究施

設である心理臨床センターについて、センターの相談申込数の増加のため、教員が模擬授

業や講演等の施設訪問時に案内のパンフレット設置を依頼、大学ホームページ内の心理

臨床センターのページの拡充やアクセス数の増加を図る、心理学担当教員を中心に地域
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貢献活動等で心理臨床センターの存在を広報するなどの諸方策により、学内外に対して

心理臨床センターの活動の周知を図りました。 

4 年制大学及び短期大学部における研究活動については、教育研究開発センターと学術

研究報告編集委員会の連携活動により、教員の研究促進と支援を引き続き行いました。平

成 30（2018）年度に、大学及び研究科の教職員を対象としたサバティカル研修制度を新

たに設け、国際的な研究者の支援を積極的に行うこととしましたが、令和元（2019）年度

も、 研究者の創意や自発性に基づく研究やプロジェクト型研究に対する支援体制をさら

に強化し、「社会貢献委員会」の活動を通じて、健康・医療・教育・文化の各分野におけ

る地域社会や地域行政、産業との組織的な連携を図りました。 

 

３．学生支援の充実 

学生の社会人力育成の一環として、地域の諸活動への参加を支援しました。保健センタ

ー委員会を中心に、保健室、学生相談室、学生生活課等の学内関係組織の連携を進め、

入学時から卒業時まで全学的な相談・支援体制の充実を図りました。日本学生支援機構

以外に、本学独自の奨学金制度においても奨学金への応募に対する支援を引き続き充実

させました。平成 30（2018）年度から被災者支援制度を復活させ、激震災害に甚大な被

害に遭われた入学希望の学生を積極的に支援していますが、継続事業としました。平成

29（2017）年 4 月施行の障害者差別解消法に基づき、さらに障がいのある学生に対して

適切な対応ができるよう研修等を通じて教職員の理解促進や意識の啓発を図るとともに、

入試制度や支援体制、施設設備の整備を行い、これらの情報をホームページ等において

発信するなど障がいのある学生への支援を引き続き促進しました。 

キャリア教育科目の一層の充実を図るほか、キャリア形成プログラムによって実務者

協会の連携等により様々な資格の取得を可能としました。また国家資格受験の希望者に

は、学士課程における教育以外に、入学時から卒業まで一貫した課外指導や受験対策を

計画的、組織的に細やかな支援を実施しました。 

就職支援については、教員組織である就職委員会と就職課の連携を密にして、入学初年

度から卒業まで一貫して充実したキャリア支援プログラムを実施して学生の就職活動を

支援し、また、地元受け入れ企業への訪問活動を強化することで企業との安定したパイ

プ作りを進める一方、インターンシップ制度の活用を充実化することで県内を中心に就

業体験を一層推進することにより、100％の就職率を維持しました。 

 

４．社会貢献、地域貢献 

社会貢献委員会を中心に、各種公開講座、授業公開、学科における研究活動や教育活

動、発表会、図書館、心理臨床センター、学生のボランティア活動、大学コンソーシア

ム、各種イベント等、地方自治体や近隣の大学や中等、高等学校、企業との共同事業等

を通じて、一層の社会貢献、地域貢献活動を進めました。令和元（2019）年度も、産学
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官連携によるブランディング事業、産学連携による地域貢献事業、農林水産省「第三次

食育推進基本計画」関連事業、厚生労働省「スマートライフプロジェクト」関連事業、

教育委員会・高等学校・中学校との連携による中高生の研究発表会など、大学の使命と

して社会貢献・地域貢献へのニーズが高まっていることを踏まえた積極的な地域活動を

行いました。 

 

５．戦略的広報の展開 

4 年制大学では平成 25（2013）年度に医療関連分野での国家資格受験のための数種の

養成課程の設置を認められ、翌年度より高等教育機関としての再生をかけて志願者の募

集を実施以降、入学者数ともに年々増加してきていました。令和元（2019）年度は、「実

社会に真に貢献する人材として高度な技術と深い専門知識を身につけ学んだスキルを現

場で生かす対応力とともに、信頼で結ばれる人間関係の形成のために、柔軟性と実行力

に溢れた人を育てる」という本学の高等教育の理念を学部学科の教育内容や教育方法に

貫徹させた「入学生定員確保 3 ヵ年計画」に基づき、学習目的と意欲の極めて高い学生

を長期的に確保していくため、教職員一丸となって全学的に広報活動を積極的に展開し

てきました。 

本学は平成 24（2012）年度に、心理学科では救急救命士・言語聴覚士・公認心理

師が、管理栄養学科では管理栄養士・臨床検査技師が、総合福祉学科では介護福祉

士・社会福祉士・精神保健福祉士・臨床工学技士の国家資格取得ができるメディカル

プログラムを創設しました。そして完成年度の平成 29（2017）年には、受験者ほぼ

全員が国家試験に合格するという大きな成果を残して希望の職場に巣立って行きま

した。平成 30（2018）年度の募集活動では、各高校に国家資格取得状況と就職先を

報告し、同時に国家資格ごとに指定校推薦入試の推薦依頼を実施した結果、入学生が

70 名程増加して定員充足率 84％以上となり、今後早期 100％達成を見通すことがで

きるようになったため、令和元（2019）年度から新たに入学生の定員確保に向け三

ケ年計画をスタートさせました。その具体的方策としては、①電柱広告・看板広告の

マスメディアを利用して本学の特徴を広く受験生に広報、②大学と短期大学部のパ

ンフレット・要項を合本とし余裕のできた費用を短期大学部の入学者増加に費やす、

③大学院・編入学・社会人入試について本学の優位性を広く広報して入学者を増加さ

せる、④一般入試の受験生は大学ホームページにより受験先を決める傾向が強いた

め、ホームページの充実を最優先にするなどでした。このような戦略的な広報活動の

結果、令和元（2019）年度は、4 年制大学、短期大学部の全 5 学科において平均入学者

数前年度比 150％増を達成し、入学定員を超える学生の確保を達成しました。 

 

６．教育環境の整備・充実  

令和元（2019）年度に実施された東海学院大学及び東海学院大学短期大学部、東海第
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一幼稚園及び東海第二幼稚園の教育・設備環境整備については以下に順次掲示いたしま

す。 

 

① 東海学院大学 

臨床工学実習室改修工事 

救命救急分野教育用資機材購入 

心理学科教室用資機材購入 

野球場新設工事 

硬式野球部マイクロバス購入 

② 東海学院大学短期大学部 

７号館エレベーターリニューアル 

１号館横受水槽給水用ポンプ取替 

禁煙指導室新設 

１号館３階空調機更新工事   

③ 大学及び短期大学部合同 

テニスコート改修工事 

大学・短大トイレウォシュレット増設工事 

キャンパス内樹木伐採・剪定 

教室等教育設備の修繕、教材作成機器の更新 

｢授業料免除・徴収猶予規則｣に基づく授業料減免事業 

｢奨学生規則｣に基づく奨学金支給(在学生) 

各種 FD 活動 

無料送迎バス運行 

強化指定体育会等への助成 

学生定期健康診断(短大・４大) 

教職員定期健康診断(短大・４大) 

学生教育研究災害障害保険(｢学研災｣への加入(短大・４大) 

図書館システム入替（前年より継続） 

図書館書籍購入 

大学・短期大学部パンフレット制作費 

大学・短期大学部入学試験関連費 

Recruit 広報費(短・大別) 

新聞等広告費 

高校ガイダンス業者(さんぽう、ライセンスアカデミー、昭栄広報) 

大学説明会経費(県内外) 

オープンキャンパス、発表会等広報活動費 
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就職支援活動費 

④ 東海第一幼稚園 

施設・設備の整備 

プール入口階段の防水シート張替 

園児用机・椅子等の校具の購入 

厨房の皮むき専用機購入 

２階保育室空調機更新 

⑤ 東海第二幼稚園 

施設・設備の整備 

廊下塗装工事 

プールサイド人工芝張替 

園舎２階南外壁塗装工事 

遊戯室空調機更新 

 

【東海第一幼稚園、東海第二幼稚園における実施報告】 

幼稚園では、少子化や地方経済の衰退する中で、安定した入園者を確保するため、入園

者や保護者のニーズに応え、地域社会、行政への存在意義を高めるための有意義な教育

計画を策定し、これに基づいて魅力的で特色ある教育内容を編成し、従来以上に幼稚園

としての教育力を高めるための努力を施設や教育環境の整備を含めて進めてきています。

またこれらの実施にあたっては、短期大学部・大学の教育研究組織との積極的な連携に

より推進しております。以下に附属幼稚園である、東海第一幼稚園および東海第二幼稚

園の令和元（2019）度の実施事業を挙げます。 

（１） 東海第一幼稚園 令和元（2019）年度事業報告 

昨今の幼児教育を取り巻く環境は、少子化、核家族化、都市化、情報化等の経済社会の

急激な変化や、人間関係の希薄化、地域における地縁的なつながりの希薄化、大人優先

の社会風潮などにより、家庭や地域社会の教育力の低下の顕著化が指摘されています。 

東海第一幼稚園、東海第二幼稚園は、このような急速な変化や、多様化する就労環境

の中、子どもを安心して生み育てたいとの保護者の要望に応えるために、併設の東海学

院大学、東海学院大学短期大学部との連携強化を図りながら、地域の幼児教育の拠点と

して、保育および教育の質の向上、子育て支援や、地域の教育センター的な役割の強化

に努めるとともに、多様な事業を展開しています。 

 

東海第一幼稚園 

教育・研究における重点事項について 

（1）教育方針、教育理念に基づく教育目標の達成 

本園の教育方針は、園児が情緒的、知的な発達や社会性を養い、生涯にわたる生きる力
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の基礎を築くこととして、「園児一人ひとりを大切にする保育の実践」を教育理念に掲げ

ています。これに基き定めた教育目標は、「よく聞き、よく感じ、よく考える子」、「思い

やりのあるやさしい子」、「じょうぶで、ひとり立ちできる子」の育成です。これを教職

員の共通認識として、年間を通して園児一人ひとりと向き合い、その個性を尊重し、能

力を高めるために、個々に応じた保育に努めました。 

（2）主な年間行事 

１学期  入園式、家庭訪問、対面式交流会、保育参観、遠足、交通安全教室、避難訓

練(地震)、移動動物園、個人懇談会、夏祭り、お泊り保育、中学生の職業体験 

２学期  保育参観、信長祭り音楽隊パレード参加（マーチングバンド発表）、運動会、

いもほり、避難訓練（火災）、遠足、自由保育参観、作品展、ケアセンター訪

問、もちつき大会、お楽しみ会（クリスマス）、個人懇談会 

３学期  節分会、はっぴょうかい、人形劇、交通安全教室、卒園式、保育参観（中止）、

お別れ会（中止）、お別れ遠足（中止） 

   ※新型コロナ感染症対策により、令和元（2019）年度の行事を一部中止しました。 

（3）多彩な子育て支援の展開 

ア）預かり保育（在園児対象） 

①平日預かり保育（通常登園日の 8：00～10：00、14：30～18：30）、②長期休園

日預かり保育（夏期・冬期・春期とも 8：00～18：00）、③休園日預かり保育（土曜

日の休日の 8：00～18：00）以上の三形態により実施しました。 

イ）未就園児教室“アイアイ” （2･3 歳児とその保護者が対象） 

本園の教育施設・機能を開放しながら、親子登園による未就園児の受入れを行い、

子育て家族の交流の輪を拡げ、子育ての不安解消や就園への接続の円滑を図りました。 

ウ）園庭開放、子育て相談室の開室（未就園児とその保護者が対象） 

親子で安心して遊べる環境の提供と、子育て相談員の認定を受けた本園教員によ

る相談事業を実施しました。 

その他 

（1）広報活動 

①広報冊子「子育て支援のご案内」を補助金により作成、ＤＭ発送しました。 

②「ふれあい移動動物園」、「夏まつり」、「運動会」、「“アイアイ”プレイベント体験

あそび」の 4 事業について、補助金によりハガキ印刷、ＤＭ発送しました。 

（2）主な施設・設備の整備 

①保育室の空調機器（1 台）を取替、教育環境を整備した。 

②園児用 4 人掛け机（8 台）、園児用椅子（32 脚）購入、教育環境を整備した。 

③園児用サッカーゴール（折りたたみ式 2 台 1 セット）を購入、教育環境を整備し

た。 

④砂場遊び道具セットを購入、教育環境を整備した。 
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⑤園児用給食トレイ（60 枚）・カップ（60 個）を購入、安全衛生環境を整備した。 

⑥プール入り口階段の防水シートを張替、安全衛生環境を整備した。 

⑦調理用ピラー（根菜類の皮むき専用機）を代替購入、安全衛生環境を整備した。 

⑧3 月代替購入の園児送迎バス（3 号車）の運行を開始しました。 

（3）特記事項 

新型コロナ感染症の拡大防止のために、令和 2 年 3 月 1 日～15 日を臨時休園とし、16

日以降を自由登園としました。（臨時休園中の食材費を返還） 

また、3 月 23 日（月）卒業式は、卒園児、保護者（2 人まで）及び本園職員（来賓、在

園児の招待は見送った）に限定、式場（遊戯室）は窓・扉を開放、列席者はマスク着用、

検温、園舎入園前の手洗い消毒を徹底し、式典次第は簡略化しました。 

 

（２）東海第二幼稚園 令和元（2019）年度事業報告      

両幼稚園では、少子化や経済状況が悪化する中で、安定した入園者を確保するため、入

園者や保護者のニーズに応え、地域社会、行政への存在意義を高めるための有意義な教

育計画を策定し、これに基づいて魅力的で特色ある教育内容を編成し、従来以上に幼稚

園としての教育力を高めるための努力を、施設や教育環境の整備を含めて進めました。 

またこれらの実施にあたっては、短期大学部・大学の教育研究組織と積極的に連携し、

推進してきました。それぞれに教育理念に基づく具体的な教育目標を定め、日々の保育

に教員が一丸となって努めました。 

 

東海第二幼稚園 

１．教育方針 

  イ やさしい子の育成 

    友達や先生とかかわって遊ぶ楽しさを味わい、思いやりの心を育てます。 

  ロ じょうぶな子の育成 

    伸び伸びと体を動かして遊び、身体中で表現する楽しさが分かるような教育を行

います。 

  ハ 心ゆたかな子の育成 

    恵まれた環境に親しみ、感じたことや考えたことを豊かに表現できる教育を目指

します。 

その他 

   ◎携帯を使ったメールシステム『E 通信』を活用しています。 

   ・在園児には、行事の写真を添付し様子をお知らせています。 

   ・未就園児には、催し物の情報を伝えています。 

   ◎各学期末にフォト新聞をクラス毎に刊行し、保護者に配布しています。 

    ◎毎月の園だよりで月の予定や、毎週の学年だよりで園児の姿や保育内容を知らせ、

保護者との共通理解を図っています。 

    ◎年間を通して、子育て支援をしています。（延長保育、預かり保育） 
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    ◎子育て相談員の資格をとり、色々な悩みに対応できるようにしています。 

 

２．主な年間行事 

１学期  家庭訪問、遠足、ふれあい参観、陶芸教室、個人懇談、お泊まり保育、保育

参観、歯科・内科健診、避難訓練（地震）、連れ去り防止教室、サマーコンサー

ト（関商工高校吹奏楽部）鑑賞、後田 茂子先生によるクラッシックコンサート 

２学期  運動会、遠足、作品展、クリスマス会、餅つき、個人懇談、いもほり、落ち葉

拾い、どんぐり拾い、避難訓練（火災）中消防署より出張指導及び消防自動車・

救急自動車見学、移動動物園 

３学期  ふれあい参観（凧あげ）、鬼見学、豆まき、学習発表会、お別れ遠足、お別れ

会、保育参観 

 

３．主な施設・設備整備 

・園舎南面塗装補修工事、遊戯室エアコン１台取替工事、 

・両園共に、東海学院大学人間関係学部、東海学院大学短期大学部 幼児教育学科と

の連携による、教育相談や子育て支援等の活動を実施しています。 

・未就園児教室での遊びの会の充実、園庭開放や各種行事に地域住民の参加を積極的

に呼びかけています。未就園児を対象としたイベント等に専門知識をもった外部講

師を登用し、充実を図っています。 

・管理栄養学科の食育支援による、「食育」及び給食内容の充実を図っています。 

・ダイレクトメール、ポスター掲示、ホームページ、あそびの森、東海えほんの森な

どを活用して、さまざまな方法で園児募集活動を実施しています。また保護者（在

園・卒園児）の協力も得て、園児募集活動を推進しています。 

 

 

Ⅴ．管理運営の充実・強化の実施状況 

急激な少子化等、激変する社会に対応し、社会の要請に応える地域の学園であり続

けるために、管理運営のための規程や規則の整備と体制作りを基本として計画的な

運営を行なうとともに、本学園は、「何を教えたか」から、「学んだことが即社会で実践

できる力を養うための教育」の実践に努めています。このような教育は、教学の教員と

事務職員が共通の目的意識のもとに協働することによって十分に機能することから、教

員と協働できる事務職員を育成するために、①事務職員の役割と職務の確認と SD、②縦

割りの業務や組織による弊害の改善、③事務職員が意思決定・検討に積極的に参画、③

決定と執行にかかわる責任の所在の明確化、④目的、危機管理、課題等について職員同

士、あるいは教員との共有、⑤中間管理職の役割と活動の充実化、⑥自己啓発的な意識

の醸成といった諸条件の整備に引き続き努めました。 
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１．決算の概要 

（１）貸借対照表 
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  ‣財務比率 
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（２）資金収支計算書 
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（３）活動区分資金収支計算書 

 

   ‣財務比率 
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 （４）事業活動収支計算書 
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   ‣財務比率 
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２．財政健全化の確立と効率的な資金配分の実施 

短期大学部の進学状況をはじめとして、私立大学を取り巻く経営環境はこの上なく厳 

しさを増してきております。その中で、「建学の精神」に則り、教育と研究と社会貢献を

実践しながら、現在・未来に続けて付加価値の高い教育サービスの供給レベルを維持し

つつ、優れた人材を社会に送り出すという私学ならではの使命を果たすためには、設置

者である学校法人の財政の健全化及び効率化が不可欠です。本学園の財政を支える主要

な収入源は、学生生徒等納付金と補助金で、学生生徒等納付金については、今後より質

の高い教育を提供することにより学生、園児、保護者の方々の満足度と信頼度を高める

とともに、地域社会に、東海学院大学短期大学部及び東海学院大学、各附属幼稚園が生

み出す付加価値を活用していただく等の貢献により、学校の存在感を高めること、そし

て後述の広報による募集活動のさらなる工夫などによって、入学者や入園児を確保に努

めました。 

 本学園では、未来の日本社会に必要とされる専門分野での人材育成を平成 24（2012） 

年度から模索、熟慮し、平成 25（2013）年度に 4 年制大学において、メディカル・プロ

グラムを策定・推進した結果、年度内の秋季から冬季にかけて、短期大学部における保

育士養成施設における改組転換や、総合福祉学部管理栄養学科（旧名称食健康栄養学科）

の申請認可をはじめ、同学科における臨床検査技師養成課程、同学部における臨床工学

技士、人間関係学部における救急救命士、言語聴覚士の養成課程など多くの医療関連分

野での養成課程の設置が認められました。そして、平成 25（2013）年度から、高等教育

機関としての再生をかけて、地域社会や志願者のニーズ等に対応しうる全学的な学部・

学科等の認可を受けて、志願者の募集を行ってきました。平成 25（2013）年度の入学者

選抜の実施は、少子化の大きなハードルにより入学者の減少を招きましたが、平成 26

（2014）年度からは回復基調に乗り、毎年 10%程度の入学者の増加を継続して実現して



 

28 

 

きました。 

令和元（2019）年度には、実社会に真に貢献する人材を育成するために、地域の大学

としての専門教育の理念を学部学科の教育内容や方法に貫徹させていくことで、学習目

的と意欲の極めて高い学生を長期的に確保し、学生生徒等納付金による収入の安定的確

保に結び付けていかねばならないという堅固な方針が戦略的な広報に結び付き、ようや

く 4年制大学、短期大学部の全 5学科において平均入学者数前年度比 150％増を達成し、

入学定員を超える学生数を確保することができました。近年、大学の所在地である岐阜

県内では経済の大幅な成長や人口増加は期待できず、毎年大半の生徒が大都市圏や名古

屋圏域に進学や就職で流出するため、2,000 人未満の県内への大学進学者をめぐり、多

数の短期大学や 4 年制大学が学生確保に奔走する極めて厳しい状況が続いてきました。 

このような中、平成 29（2017）年度以降、広報・募集活動の有効な展開を牽引車とし

て全学を挙げて志願者確保に取り組み、入学者数の年々の増加を実現してきましたが、

令和元（2019）年の安定的な入学者数の確保の実現を契機に、より一層早期の収支改善

に努めていきます。 

また、財務の公開については、学校法人が公共性の高い存在として社会に説明責任を果

たすことは極めて重要であるとの認識から、法令順守の情報公開とインターネットの活

用を通じて広く情報の提供にも努めました。 

現状の奨学費制度については平成 25（2013）年度より、アドミッションポリシーに適

合しうる方策を施行しつつ、募集に影響を与えないように考慮しつつ削減計画を進めて

きておりますが、近年経済的困窮を理由に休学や退学を余儀なくされる学生が激増して

おりますことから、大学での学修を完了して社会へはばたく人材育成のためにも本学独

自の奨学制度の活用も引き続き行いました。また、特に学生募集活動において社会人の

学び直し支援などさまざまな経済的支援プログラム等も継続して行いました。 

最後に外部資金獲得計画につきましては、4 年制大学及び短大部の共通の組織である研

究機構を拠点として、科研費や各種外部競争的資金の獲得に向けて努力しました。寄付

金制度による外部資金の獲得も、ホームページでの広報の充実などにより周知を図りま

したが、大きな成果には結びつけられませんでした。 

 

３．組織・運営体制の強化 

平成 25（2013）年 4 月から 4 年制大学及び短期大学部では、教授会、役職者会議、各

委員会をはじめとして教学の意思決定プロセスのための組織の大幅な再編成及び関連諸

規程・規則の整備が進められた結果、急速にその効果が現われてきています。同様に管

理・運営のための事務組織においても、組織の再編成、業務内容の点検と改良、有能な

事務職員の積極的な登用および人材育成等を進めてきています。前年度に続き、令和元

（2019）年も、この作業を全学的に推し進め、地域における「新たな未来を築くための

実力ある大学づくり」を目指して組織・運営体制の充実・強化に努めました。また事務
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職員の能力向上については、基本研修と授業力・事務力向上を図るため年２回程度の強

化月間制度を設け、強化期間中は授業参観を通じての授業の内容や方法、事務システム

についての意見交換会などにより職員同士が研鑽を重ねることの実施や管理職研修会へ

の参加、各大学における FD・SD 研修の実施などを行ってきましたが、これはまだまだ

十分なものとは言えないため、令和元（2019）年度以降も計画の実施に努力していきま

す。 

その他、組織運営の改善のため、教育研究活動を実施するための基盤的な経費の確保、

学園運営に必要かつ優秀な人材を確保することにより教育研究機能の充実化、学内外関

係者との継続的な情報交換による大学等運営に係る意見の収集、地域との交流の充実化

による学園への意見要望等の収集、定員充足状況を調査し、外部から有用な情報を取り

入れ、志願者のニーズを的確に掴みながら、魅力ある学部学科における教育課程や教育

方法を模索、またそのための人材確保、事務職員の人材育成と研修及び専門研修の推進、

女性職員の就業支援、管理職への女性職員の積極的登用等の諸施策を進めました。 

 

４．同窓会、卒業生との連携強化 

今後とも、4 年制大学及び短期大学部、二つの附属幼稚園において同窓会や母の会との

協力体制を強化する一方、同窓生に対して継続的な情報発信に努め、卒業生や卒園児と

の連携強化を図ってきています。令和元（2019）年度は、東海学院大学において活動休

止となっていた教育後援会が再始動し、在学生の様々な教育、学生生活上の支援を大学、

学生会、その他関連部署とともに協力して積極的に推進していくことが確認されました。 

 


